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筆者に与えられた主題は ｢子どもの人権｣ である. こ
の主題で取り上げるべき問題としては, 子どもの貧困,
児童虐待, いじめ, 不登校などが思い浮かべられること
が多いであろう. 幼稚園における教育勅語唱和問題も子
どもの人権の問題にほかならない.
その場合, ｢子ども｣ として想定されているのは, ｢親
に対する子ども｣ または ｢大人に対する子ども｣ であろ
う. ｢大人に対する子ども｣ とは, 実質的には, ｢幼い者｣,
｢未熟で自立していない者｣, ｢親や大人により守られる
べき者｣, ｢発達の途上にある者｣ などを意味するであろ
う. いつから成熟し自立するかは各人で異なるけれども,
法の世界では, ｢子ども｣ とは, 形式的に, 一定年齢に
達しない者とされることが多い. その年齢も呼称も法分
野により異なる. たとえば ｢子ども (児童) の権利条約｣
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要旨
After 3.11 we are pressed to become conscious of our responsibilities toward future generations. How have the Euro-
pean consitutions faced to this responsibilities. And how the Constitution of Japan?
時事評論
における ｢子ども (児童)｣ とは 18 歳未満の者, ｢民法｣
における ｢未成年者｣ とは 20 歳未満の者, ｢児童福祉法｣
における ｢児童｣ とは 18 歳未満の者, ｢少年法｣ におけ
る ｢少年｣ とは 20 歳未満の者, ｢子ども・子育て支援法｣
における ｢子ども｣ とは 18 歳に達する日以後の最初の
3 月 31 日までの間にある者, などである.
しかし筆者は, それとは違う角度から, ｢子どもの人
権｣ という与えられた主題へのアプローチを試みようと
思う. ｢子ども｣ を私たち現在の世代に対する ｢未来の
世代｣ としてとらえて2, ｢子どもの人権｣ を ｢未来の世
代の人権｣ という問題として考えてみたいということで
ある.
そのさい, 未来の世代の人権が向けられている者, 言
い換えれば, 未来の世代の人権を保障しまたは反対に侵
害する可能性をもつ者は, 現在の世代である私たちにほ
かならない. その意味で, 私たち現在の世代は, 未来の
世代の人権に対して責任を負っていると言えよう.
そこで筆者は, ｢未来の世代としての子どもの人権｣
というテーマを, 私たち現在の世代の ｢未来の世代に対
する責任｣ の問題と理解して, ｢未来の世代に対する責
任｣ という課題がどのように提起され, その課題に憲法
はどのように向き合ってきたのか, そしてその向き合い
は日本国憲法においてはどのように位置づけられるのか
ということについて, 私見を述べてみたい3.
そのさい, つぎのことを断っておくべきであろう. そ
れは, 今日子どもとして存在している人々は, 最も近い
未来の世代であるわけだから, 子どもの貧困の問題は,
それ自体が ｢未来の世代の人権｣ の問題であり─ ｢子ど
もの貧困対策の推進に関する法律｣ も, その目的として
｢子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右さ
れることのないよう｣ と述べているとおり─, しかも貧
困の世代間連鎖に注目すれば, 二重の意味で ｢未来の世
代の人権｣ の問題にほかならないのだが, 本稿はそれを
取り上げることは意図していない.
Ⅰ：｢子どもの人権｣ でなぜ ｢未来の世代に対する責任｣
か
～今問われている ｢『未来への責任』 と憲法｣
｢子どもと人権｣ のテーマで ｢『未来への責任』 と憲法｣
を取り上げる問題意識について付言したい.
2011 年 4 月, 映画 『100,000 年後の安全』 が日本公開
された4. 言うまでもなく, 3・11 東日本大震災とそれに
よる福島原発災害の衝撃のただ中のことであった. 映画
は, ヨーロッパで制作されたドキュメンタリーで, オン
カロと呼ばれる, 世界で唯一フィンランドにしかない,
原発の運転により生み出される放射性廃棄物いわゆる核
のゴミの最終処分場を描いた作品である.
オンカロ (Onkalo) とは, フィンランド語で洞窟と
か隠し場所という意味だという. 放射性物質が生物にとっ
て有害でなくなるのには, 最低 10 万年以上の時間が必
要ということで5, フィンランドでは, それまでの期間,
地下500メートルに閉じこめることにしたのである. フィ
ンランドはきわめて安定した岩盤だからこそそうしたこ
とが可能なわけだが, 火山と地震の国日本ではとてもそ
ういうわけにはいかない.
私たち現在の人類の直接の祖先であるホモ・サピエン
スは, アフリカで誕生して世界に広がっていったわけだ
が, それが約５万年前のことだとされている. と言うこ
とは, 10 万年というのはその人類の歴史の２倍もの時
間ということになる. 映画の原題が "INTO ETER-
NITY" (｢永遠へ｣) であるのは, そのことを表してい
る.
映画では, 10 万年後の人間が─もしいたとして─は
たしてオンカロの危険性を示す文字や記号を理解するだ
ろうか6とか, 6 万年後には地球はまた氷河期を迎えるこ
ととか, 人間の作った建造物で 1 万年たりとも存続した
ものなどないことなどが描かれている.
原子力発電によって生み出される放射性廃棄物いわゆ
る核のゴミは, 私たち現在の世代の亡き後にも, 私たち
の子どもたちや孫たちをはじめ末裔である未来の世代に,
10 万年後まで負の遺産として影響を及ぼし続け, 管理
のリスクを負わせる7. ｢我が亡き後に洪水よ来たれ｣,
｢後は野となれ山となれ｣ と言って済ませることは許さ
れない.
そのことは, 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震
災によって引き起こされた福島原発災害によって悲劇的
なかたちで私たちにつきつけられた. その年の 8 月 9 日
長崎原爆記念日に平和祈念式典において長崎市長が世界
に向けて発信した ｢長崎平和宣言｣ は, つぎのようによ
びかけた.
｢今年 3 月, 東日本大震災に続く東京電力福島第一原
子力発電所の事故に, 私たちは愕然としました. 爆発に
よりむきだしになった原子炉. 周辺の町に住民の姿はあ
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りません. 放射線を逃れて避難した人々が, いつになっ
たら帰ることができるのかもわかりません.
『ノーモア・ヒバクシャ』 を訴えてきた被爆国の私た
ちが, どうして再び放射線の恐怖に脅えることになって
しまったのでしょうか.
自然への畏れを忘れていなかったか, 人間の制御力を
過信していなかったか, 未

来

へ

の

責

任

から, 目をそらし
ていなかったか・・・・・, 私たちはこれからどんな社
会をつくろうとしているのか, 根底から議論をし, 選択
をする時がきています.｣ (傍点は筆者, 以下も同じ)
長崎平和宣言において ｢未来への責任｣ という言葉が
使用されたのは, これが初めてである. もちろん, 言葉
を使用せずとも, 核兵器廃絶の願いの基礎には常に ｢未
来への責任｣ の自覚があることは, 言うまでもないのだ
が8.
原子力発電, 放射性廃棄物による負の遺産を子どもた
ちや孫たちをはじめ未来の世代に残さないために, 私た
ちは未来への責任を自覚しなければならない. 長崎平和
宣言は, 私たちが福島原発災害によってかつてなく重く
かつリアルに ｢未来への責任｣ を問われていることをつ
きつけたのである.
福島原発災害の後では, 8 月という月は, 広島, 長崎
の原爆忌, 終戦記念日と相まって, ｢戦争と原発に向き
合う月｣ になったとして, 中日新聞 (および東京新聞)
は, 翌 2012 年 8 月 15 日終戦記念日から 3 日間連続して,
｢戦争と原発に向き合う｣ と題した社説シリーズを掲載
した. 8 月 15 日の社説は, まさに ｢未来世代へ責任が
ある｣ というタイトルであった. その中で, このように
主張していた.
｢毎日大量に生み出される低レベル放射性廃棄物で
300 年, 高レベルだと 100,000 年の厳重な隔離管理が必
要です. 人知が及ばない時空, 利便や快適な生活のため
に危険な放射性廃棄物を垂れ流しているとすれば, 脱原
発こそがわれわれの未

来

世

代

に

対

す

る

倫

理

であり人の道
だと思える.｣
｢未来の世代｣ と言うとき, 最も近い未来の世代は,
今私たちの目の前に存在している子どもたちである.
2017 年 6 月 16 日のニュース9はまたも, 原発災害の影響
を逃れて福島から新潟に自主避難していた中学生の自殺
を報じた. 原発災害は, まさにひとりの子どもの未来を
奪い, 未来の世代の一員を抹殺したことになる.
以上のことが, 筆者が本稿で ｢子どもの人権｣ を ｢未
来の世代としての子どもの人権｣ と読みかえて, ｢『未来
への責任』 と憲法｣ というテーマで論じようとする問題
意識である.
Ⅱ：｢未来への責任｣ という課題
｢未来への責任｣ という課題は, 1970 年代以降, 国際
社会が国連を中心に環境問題や資源・エネルギー問題に
取り組む中で確立してきたと言えよう. その歩みが踏み
出されたのが, 環境問題に関する初めての国際会議とし
てスウェーデンのストックホルムで 1972 年に開催され
た国連人間環境会議であり, 会議で採択された人間環境
宣言である.
宣言は, ｢現在および未来の世代のために人間環境を
保護し改善することは, 人類にとっての至上の目標・・・
となった｣ と述べたうえで, ｢人は, 尊厳と福祉を保つ
に足る環境で, 自由, 平等および十分な生活水準を享受
する基本的権利を有するとともに, 現在および未

来
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の
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世

代
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の
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め

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
境

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
を負う｣ と宣
言した.
その後の歩みの中でとりわけ重要な役割を果たしたの
は, 国連の環境と開発に関する世界委員会 (ブルントラ
ント委員会) によって 1987 年に発表された報告書 『我
ら共有の未来 (Our Common Future)』10 である. 環境
問題のキーワードと言える ｢持続的開発 (Sustainable
Development)｣ という考え方は, この報告書において
打ち出されたものである. それは, ｢未来の世代のニー
ズを損なうことなく, 現在の世代のニーズを満たすよう
な開発｣ と定式化された.
委員会の環境法専門家は, 環境保護と持続的開発に関
する法律上の原則を提案している. その ｢一般的原則,
権利および義務｣ は, 基本的人権に関する原則として,
｢すべての人は, その健康と福祉のため, 十分な環境を
享受する権利を有する｣ と述べるとともに, 世代間公平
に関する原則として, ｢各国は, 環境と自然資源を, 現
在および未来の世代の便益のため, 保全し, 利用しなけ
ればならない｣ と述べている. この世代間公平に関する
原則の意味を, 専門家は, ｢現

在

の

世

代

は

,

未

来

の

世

代

の
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
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
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
, という考え方が
確立している｣ と解説していた11. ここで ｢信託｣ とい
日本福祉大学子ども発達学論集 第 10 号
― 187 ―
う考え方がとられていることを, 本稿末尾 (Ⅴ： ｢未来
への責任｣ と日本国憲法) で述べるところとの関連で記
憶されたい.
1992 年ブラジルでの国連環境開発会議いわゆる地球
サミットの ｢環境と開発に関するリオ宣言｣ は, ｢開発
の権利は, 現在および未来の世代の開発および環境上の
必要性を公平に充たすことができるよう行使されなけれ
ばならない｣ と宣言した.
これらの報告書は, ｢世

代

間

の

平

等

｣ という, これま
でほとんど考慮されることのなかった ｢新しい型の公平
と平等｣ に対する関心を喚起し, 今日子どもとして地球
上に存在している者を含めた ｢未来の世代の福祉が, 開
発計画において, 暗黙の考慮事項とされるのではなく明
示の考慮事項とされるべきであると主張する, 新しい考
え方の先駆となった｣ とされる12. このように, 国際社
会において, ｢未来への責任｣ という課題が確立されて
いった.
そのさい見落としてはならないのは, その背景に,
1979 年にアメリカのスリーマイル島, 1986 年には当時
のソ連 (現在はウクライナ) のチェルノブイリで起こっ
た原発事故があったことである.
Ⅲ：｢未来への責任｣ の国際宣言
こうした流れの中で, ｢未来への責任｣ を国際社会の
規範として宣言するという試みが追求された. フランス
の海洋学者として世界的に著名な故・ジャック・イブ・
クストー氏らが, 1979 年に起草し 1994 年には国連に提
出して採択を求める運動を続けた, ｢未来の世代の権利
宣言 (A Bill of Rights for Future Generations)｣ が
それである13.
宣言は以下のようなものである. (前文は省略し本文
のみを示した. 翻訳は浅野素女氏による14.)
Ⅰ：未来の世代は, 破壊も汚染もされていない地球を受
け継ぐ権利がある. 各世代と個々人を人類という大家
族の一員たらしめる, 人間の歴史と文化と社会関係の
母体であるこの地球を, 未来の世代は享受する権利が
ある.
Ⅱ：各世代は地球を部分的に受け継ぎ, 次の世代に対し,
管理者としての義務を負う. 各世代は, 地球上の生き
とし生けるもの, および人間の自由と尊厳にとって,
取り返しのつかない損害の一切を回避しなければなら
ない.
Ⅲ：したがって各世代は, 未来の世代の権利を保全する
ため, 地球上の生命と自然均衡, そして人類の発展を
脅かしかねない技術進歩の結果を注意深く, かつ継続
的に監視する重大な責任を負う.
Ⅳ：この権利が教育, 研究, 立法を含むあらゆる分野で
保障され, かつ諸々の便宜あるいは短期的都合によっ
てなおざりにされることがないように監視するための,
適切な対策が立てられるものとする.
Ⅴ：政府, 非政府機関および各個人は, いまその権利を
明確にし保護しようとしている未来の世代に実際に向
かい合っているつもりで, 以上の原則を実現すべく,
想像力を駆使し, 尽力することが要請される.
クストー氏は, ｢未来の世代の権利のための評議会
(Conseil pour les droits des gnrations futures)｣
という, フランスの当時のシラク大統領の諮問機関の委
員を務めていたが, 1995 年, シラク大統領が核実験再
開を決定したことに対し, 長期的な放射能汚染の危険が
懸念されることに抗議して, 委員を辞任したということ
が新聞で報じられた15.
その報道に接して, 筆者は, ｢未来の世代の権利｣ と
いう表現が公的な機関の名称として用いられていること
は, ｢未来の世代の権利｣ というコンセプトが単なるレ
トリックにとどまらないことの証左であろうと受け止め
た.
クストー氏らが提出した ｢未来の世代の権利宣言｣ が
元になって, 1997 年─世界人権宣言 50 周年の前年であ
る─, ユネスコ (国連教育科学文化機関) 総会で, ｢未
来の世代に対する現在の世代の責任に関する宣言 (Dec-
laration on the Responsibilities of the Present Gen-
erations Towards Future Generations)｣ が採択され
た.
宣言は前文と本文から成る. 前文は宣言の沿革や意義
を存分に伝えていて有益だが, ここでは本文のみの拙訳
を掲げる16.
第 1 条：未来の世代のニーズと利益
現在の世代は, 現在および未来の世代のニーズと利
益が十分に保護されることを, 保証する責任を有する.
第 2 条：選択の自由
現在および未来の世代が, 政治的, 経済的および社
会的システムに関する選択の, 完全な自由を享受し,
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文化的および宗教的な多様性を保つことが可能である
ことを, 人権と基本的自由に適正に考慮しつつ保証す
るように, あらゆる努力をすることが重要である.
第 3 条：人類の維持および永続
現在の世代は, 人間の人格の尊厳に適正に考慮しつ
つ, 人類の維持および永続を保証するよう, 努力しな
ければならない. それゆえに, 人間の生命の性質およ
び形態は, 決して傷つけられてはならない.
第 4 条：地球上の生命の保護
現在の世代は, 人間活動によって不可逆的に傷つけ
られていない地球を, 未来の世代に伝える責任を有す
る. 各世代は, 地球を一時的に受け継いでいるのであっ
て, 天然資源を相応に利用するように留意し, 生態系
の有害な改変によって生命が傷つけられず, あらゆる
分野の科学的および技術的進歩が, 地球上の生命を傷
つけないように, 保証しなければならない.
第 5 条：環境保護
１. 現在の世代は, 未来の世代が地球の生態系の豊か
さの恩恵を受けることを保証するため, 持続可能な
開発に努め, 生活条件とりわけ環境の質と完全性を
維持しなければならない.
２. 現在の世代は, 健康または生存自体を脅かす汚染
に未来の世代がさらされないよう, 保証しなければ
ならない.
３. 現在の世代は, 人間の生活の永続と発展に必要な
天然資源を, 未来の世代のために保存しなければな
らない.
４. 現在の世代は, 大規模計画の遂行に先立って, 未
来の世代にとっての考えられる帰結を考慮しなけれ
ばならない.
第 6 条：ヒトゲノムと生物多様性
人間人格の尊厳と人権を十分に考慮し, ヒトゲノム
が保護され, 生物多様性が保証されなければならない.
科学的および技術的進歩は, 人間および他の種の保全
を損ないまたは危険にさらしてはならない.
第 7 条：文化的多様性および文化遺産
人権と基本的自由に適正に配慮し, 現在の世代は,
人間性の文化的多様性の保全に注意しなければならな
い. 現在の世代は, 有形および無形の文化遺産を確認,
保護および保証し, この共通遺産を未来の世代に伝え
る責任を有する.
第 8 条：人類の共通遺産
現在の世代は, 国際法において定義されている人類
の共通遺産を不可逆的に傷つけないという条件で, 使
用することが許される.
第 9 条：平和
１. 現在の世代は, 平和, 安全, 国際法と人権と基本
的自由の尊重の中で共に生きることを, 自らと未来
の世代の双方が学ぶように, 保証しなければならな
い.
２. 現在の世代は, 未来の世代に戦争の惨害を免れさ
せなければならない. この目的のため現在の世代は,
人道の原則に反する武力紛争, その他すべての形の
侵略および武力行使の有害な帰結に未来の世代をさ
らすことを, 回避しなければならない.
国連関係の条約や宣言などにおける世代間の公正や責
任への言及自体は, 少なからぬ実例を見いだすことがで
きるが, 気候変動など個別テーマに関するものは別にし
て, 世代間責任の一般的な宣言は, 歴史上これが初めて
である.
宣言は, 環境保護や生物多様性などのテーマについて,
現在の世代つまり私たちが, 未来の世代に対して負う責
任を宣言している. 環境保護について言えば, 第５条で
｢現在の世代は, 健康または生存自体を脅かす汚染に未
来の世代がさらされないよう, 保証しなければならない｣
という責任や, ｢現在世代は, 大規模計画の遂行に先立っ
て, 将来世代にとっての考えられる帰結を考慮しなけれ
ばならない｣ という責任などが宣言されている. ここで
言う ｢健康または生存自体を脅かす汚染｣ に放射能汚染
が含まれることや, ｢大規模計画｣ に原発が含まれるこ
とは, 言うまでもないと思われる.
宣言はまた, 平和に関しても, 第 9 条で, 未来の世代
が戦争の惨害を免れるようにする, 現在の世代の責任な
どを掲げていることに注目される. 注目されると言うよ
りも, ｢戦争は, 人の心の中で生れるものであるから,
人の心の中に, 平和のとりでを築かなければならない｣
という言葉で始まる憲章をもつユネスコに, それはふさ
わしいことであろう. ちなみに, 宣言が採択された 11
月 11 日は, 国際的には ｢世界平和記念日｣ とされてい
る日である.
宣言は, あくまでも法的な拘束力を有するわけではな
いが, 人権保障が初めて国際的に宣言された世界人権宣
言の 50 周年を目前に, 初めて ｢未来への責任｣ の一般
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的宣言が採択されたことは, 意義深い.
Ⅳ：｢未来への責任｣ の憲法への受容
(1) ｢未来の世代の権利｣ 論の先駆
｢未来への責任｣ という課題の確立とその規範として
の宣言という国際社会における流れは, 特にヨーロッパ
では, チェルノブイリの原発事故も背景にして, 1990
年代以降, 憲法においても受容されていくことになる.
その動向において先駆的な影響を与えたと筆者が見て
いるのは, スイスの公法学者ペーター・サラディンであ
る. ｢未来の世代の権利｣ に関するサラディンの議論17は,
以下の 3 点を前提として成立していると思われる.
第一に, 議論の出発点である. それは, 現在の人間つ
まり私たちの行動が長期的に影響を及ぼす可能性がある
ことの認識と, 人間や動植物の歴史を人間の責任の対象
とする理解である.
第二に, 議論の意図である. それは, 未来の世代にも
人間の尊厳に値する存在の権利を保障し未来の世代の行
動の余地を過度に狭めないように, 私たち現代人を義務
づけ, 現代人を未来人の権利の番人として位置づけるこ
とである.
第三に, 人権の本質に関する洞察である. すなわち,
人権は権利と義務との結合としてのみ正当化され, 未来
の世代の自由と権利や生存の唯一の公算は責任の優位で
あるとの理解から, 受託者としての人権行使ということ
を人権行使の基本原理とする考えである. 親と子どもと
の関係において親が子どもの権利を受託者として行使す
ることや, 現在の世代と未来の世代との関係において私
たち現在の世代が未来の世代の権利を受託者として行使
することなどが, その例としてあてはまるとされる.
サラディンらは, 1988 年に 『未来の世代の権利』18 と
題する著書を刊行する. 同書の ｢未来の世代の権利宣言｣
を以下に示す.
ここで宣言の対象となる権利は, 未来の世代のあれこ
れの権利ということではない. つまり, 世代間の共同生
活および人間の尊厳の原理によって求められる, 個人お
よび集団の自律に対して長期的に影響を与える危険に向
けられた権利であり, 私たちが技術的手段を通じて絶え
ず破壊しまたは少なくとも阻害することができる, 人間
の自律の物的前提にかかわる, 今
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であり, 危険に答える権利ということであ
る.
権利宣言は以下のとおりである.
Ⅰ：未来の世代は, 生命の権利を有する.
Ⅱ：未来の世代は, 人間の手の加わらない, すなわち人
間によって人工的に変化させられていない人間の遺伝
質の権利を有する.
Ⅲ：未来の世代は, 多様な植物界および動物界の権利,
したがって豊かな自然のなかの生活の権利, 多様な遺
伝的資源の確保の権利を有する.
Ⅳ：未来の世代は, 健康的な空気の権利, 完全なオゾン
層の権利, 地球と宇宙空間の間の十分な熱交換の権利
を有する.
Ⅴ：未来の世代は, 健康的かつ十分な水の権利, 特に健
康的かつ十分な飲料水の権利を有する.
Ⅵ：未来の世代は, 健康的で肥沃な土地および健康的な
森林の権利を有する.
Ⅶ：未来の世代は, 再生不可能な (またはきわめて徐々
にしか再生しない) 原料およびエネルギー源の十分な
備蓄の権利を有する.
Ⅷ：未来の世代は, 自らの健康を脅かしまたは過度な監
視と管理の費用を必要とするような, 前の世代のいか
なる生産物や廃棄物も, 見いださなくても良い権利を
有する.
Ⅸ：未来の世代は, ｢文化遺産｣ の権利, すなわち前の
世代によって創造された文化と出会う権利を有する.
Ⅹ：未来の世代は, 一般的に, 人間の尊厳にふさわしい
存在を許すような, 物的な生活条件の権利を有する.
未来の世代は特に, 自らの文化的, 経済的, 政治的ま
たは社会的観点における個人的および社会的な自己決
定を過度に制限するような, 祖先によって意識的にも
たらされたいかなる物的所与も甘受しなくても良い権
利を有する.
未来の世代がこれらの権利を行使するには, 第三者す
なわち代理人または受託者によって行使することになる.
そのために, 未来人の権利に関する包括的な配慮が公行
政の責任とされるとともに, 後世の保護のためのオンブ
ズマンにも言及されている.
(2) ヨーロッパの憲法における ｢未来への責任｣ の受容
｢未来への責任｣ という思想は, 特にヨーロッパでは,
チェルノブイリの原発事故やサラディンらの議論なども
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背景にして, 1990 年代以降, 実定憲法においても受容
されていくことになる19. ドイツ語圏の諸国について概
観しておく20.
① ドイツ
まずドイツでは, 冷戦構造の崩壊による 1990 年の東
西統一に伴う統一ドイツの憲法問題の処理の一環として,
1994 年, 基本法の改正が行われ, 国家目標としての環
境保護条項が新設された. ｢国は・・・未来の世代に対
する責任のためにも, 自然的生活基盤を保護する｣ (20a
条) というもので, ｢未来の世代に対する責任｣ を掲げ
つつ, 環境保護が国家の目標とされた.
旧東ドイツ地域に統一後設けられた新 5 州において新
たに制定された憲法においては, 連邦の基本法以上に顕
著に, 前文や環境保護, 教育目標などの条項において,
｢未来の世代に対する責任｣ への言及がされているのを
確認することができる. たとえば, メクレンブルク・フォ
アポンメルン州憲法 (1993 年制定) は, 前文で, ｢ドイ
ツの歴史と未来の世代に対する責任｣ に言及したうえで,
国家目標の章では, ｢環境保護｣ に関する条項 (12 条)
で, ｢現在および未来の生活の自然的基盤｣ の保護を規
定し, 学校条項 (15 条) では, 学校教育の目標として,
｢未来の世代に対する責任｣ を規定している.
基本法をめぐってはさらに 2006 年に 105 名の超党派
のグループにより, 持続的開発と世代間公正の国家目標
の新設を求める基本法改正法律案 (20b 条 ｢国の活動に
おいては持続可能性の原則を尊重し未来の世代の利益を
保護しなくてはならない｣ の新設案) が連邦議会に提出
され, 基本法において持続的開発と世代間公正をより幅
広い基礎にすえ強化して国の活動において未来の世代の
利益をも考慮して持続可能性の原則を尊重することを国
に一般的に義務づける, という憲法政策的要請が提起さ
れていることに注目される21.
② スイス
次に, スイスでも, 1990 年代以降にいくつかのカン
トンで行われた憲法改正において, 前文や義務に関する
条項で, ｢未来の世代に対する責任｣ への言及が見られ
る22.
この点でまず言及すべきは, 1993 年に全面改正され
たベルン憲法である. ベルン憲法は, 憲法の必須の構成
要素とされてきたテーマに, ｢未来の世代に対する責任｣,
環境法におけるその帰結としての ｢持続可能性｣ 原則の
規定を新たにつけ加えるという ｢インパルス機能｣23 を
果たしたとされる. すなわちベルン憲法の思想は, 新連
邦憲法に採り入れられ, 近年全面改正をみたカントン憲
法もベルン憲法に続いているとされる.
たとえば 1995 年アペンツェル・アウサーローデン憲
法は, 個人の義務の章で ｢未来の世代のために生命基盤
を保全する責任｣ (26 条) を規定し, 2005 年バーゼル都
市部憲法は国家の目標と任務の章で ｢現在の世代のニー
ズに対応し, かつ未来の世代のエコロジー的, 経済的お
よび社会的なニーズと自らの生活様式を選択する可能性
を害しないような, 持続的開発｣ (15 条 2 項) を規定し,
2005 年チューリヒ憲法も基礎の章の持続可能性の条項
で ｢未来の世代に対する責任のために, エコロジー的,
経済的および社会的に持続可能な開発の義務｣ (6 条)
を規定している. また 2000 年ノイエンブルク (＝ヌシャ
テル) 憲法は, 総則の国や自治体の任務に関する条項で
｢任務の履行および利害の衝突にさいしては, 未来の世
代の利益を優先｣ (5 条) するとの規定を置いている.
1999 年には連邦憲法の全面改正も行われたが, その
さい, ｢持続可能性と未来の世代に関する責任の原理の
信奉は, 基本的決定として明らかに憲法的価値を有す
る｣24 ということの確認の上に立って, 前文において,
憲法制定の意図として, ｢未来の世代に対する責任の自
覚｣ を明記するとともに, 本文でも, スイス連邦の目的
として, 持続的開発に尽力することが掲げられた25.
このように, ドイツやスイスでは, ｢未来への責任｣
はすでに憲法において受容されている.
③ オーストリア
｢『未来への責任』 と憲法｣ というテーマに関してさら
に興味深い動向が見られるのが, オーストリアである.
｢未来の世代の権利｣ という標題をもつ憲法制定の動き
があるのである. 正確には ｢未来の世代の権利の保護に
関 す る 連 邦 憲 法 法 律 (Bundesverfassungsgesetz
betreffend den Schutz der Rechte knftiger Genera-
tionen)｣ の制定に向けた動きである26.
ここでオーストリアの憲法のあり方 (法源) について
一言しておく必要があろう. オーストリアの憲法は, 著
しい分散という特徴をもつ. そもそも憲法という標題を
もつ法 (形式的意味の憲法) が, 1929 年の連邦憲法
(Bundes-Verfassungsgesetz ) というひとつの憲法典
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に集約されているわけではない. それが中心であること
は事実だが, そのほかに憲法法律 (または憲法律)
(Verfassungsgesetz) などと訳されている多くの法典
がある. さらに憲法規定 (または憲法規程, 憲法法規)
(Verfassungsbestimmung) などと訳されている単純
法律に含まれる規定がある. オーストリアの連邦憲法と
は, すべての憲法法律および連邦法律の憲法規定の総体
なのである.
憲法法律または憲法規定は, 国民議会において総議員
の 2 分の 1 以上の出席により投票総数の 3 分の 2 以上の
多数で議決し, 憲法法律または憲法規定である旨を明文
で表示しなければならない.
近年制定された憲法法律としては, 2011 年の ｢子ど
もの権利に関する連邦憲法法律 (Bundesverfassungs-
gesetz ber die Rechte von Kindern)｣ などがある.
その第 1 条は本稿のテーマである ｢未来の世代としての
子どもの人権｣ の観点からも非常に興味深いと思われる
ので, 以下に訳出しておこう.
｢すべての子どもは, 幸福のため必要な, 保護と配慮,
最善の成長と発達および世
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擁護を求める権利を有する. 子どもに関する公的および
私的な制度のすべての措置においては, 子どもの福祉が
優先的に考慮されなければならない.｣
｢子どもの権利｣ として, ｢世代間公正の観点を含む利
益の擁護を求める権利｣ も含めている点が, 非常に興味
深いところである.
憲法規定の例としては, たとえば個人情報保護法の第
１条が憲法規定として情報保護の基本権などを規定して
いるのをあげることができる. 条文の見出しには, ｢第
1 条, 憲法規定, 情報保護の基本権｣ とある.
さて, ｢未来の世代の権利の保護に関する連邦憲法法
律｣ 制定の提言だが, 提言は, 1997 年に行われたもの
だが, いまだ制定に至っているわけではない. しかし
2017 年 1 月にも改めて国民議会に制定の請願が行われ
ている. ｢未来の世代の権利｣ という標題をもつ憲法制
定に向けた動きが継続しているということは, ヨーロッ
パにおいて ｢未来の世代の権利｣ というコンセプトが確
立していることを, よく表しているのではなかろうか27.
提言の憲法案は, つぎのとおりである28.
１. オーストリア共和国は, 未来の世代の権利の保護を
信奉する.
２. 未来の世代の権利の保護は, 未来の世代も生きるに
値する世界において生きることを保障する条件の維持
および改善にある.
３. 未来の世代にとっては, 生命の権利, 人工的に操作
されていない人間の遺伝形質の権利, および再生不可
能天然資源の適切な備蓄の権利が, とりわけそれに含
まれる.
４. それは各世代にとっては, これらの法的利益を保護,
維持, 伝承し, および廃棄物を責任をもって処理し,
除去することが不可能または膨大な費用をもってしか
できないような損傷を避ける義務を意味する.
未来の世代の権利を宣言したうえで, 各世代の義務と
して, ｢廃棄物を責任をもって処理し, 除去することが
不可能または膨大な費用をもってしかできないような損
傷を避ける｣ ことなどが規定されている. 原子力発電に
よる放射性廃棄物で未来の世代に負の遺産を残すことは,
この義務に反することになるであろう29.
Ⅴ：｢未来への責任｣ と日本国憲法30
日本の近年の憲法改正論には, 相変わらず憲法の制定
過程を問題にする押しつけ憲法論の立場から自主憲法制
定を唱えるものもある─安倍首相の ｢戦後レジームから
の脱却｣, ｢日本を取り戻す｣ との主張はその典型である
─が, ｢未来志向｣ ということをうたい文句にするのが
常である. そのさい, 新しい人権とくに環境権や環境保
護義務の新設が主張されることが多い31. 環境問題で未
来に対する責任をはたすためには, 憲法改正によってそ
れらを書きこむことが必要だと言うのである.
たとえば, 読売新聞が 1994 年に発表した憲法改正試
案および 2004 年の第２次試案は, 国民の環境権・環境
保護義務および国の環境保全責務の新設を提言していた.
自民党が 2005 年に発表した新憲法草案および 2012 年の
日本国憲法改正草案も, 国の環境保全の責務を盛り込ん
でいる.
ごく最近の例としては, 中央公論 2017 年５月号に民
進党 (当時) の細野豪志氏が発表した憲法改正案でも,
｢『未

来

へ

の

責

任

』 を果たすためにも・・・環境保全に対
する権利をより積極的に規定する｣ と, まさに ｢未来へ
の責任｣ という言葉を使って憲法改正による環境条項の
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導入が主張されている.
たしかに, ドイツ, スイス, オーストリアについて見
てきたとおり, 近年の各国の憲法においては, 環境・資
源・エネルギーなどの問題とのかかわりで, ｢未来への
責任｣ への言及が見られることは事実である.
それに対し, 日本国憲法は, 環境問題を直接には取り
上げていないし, ましてやその脈絡で未来への責任に直
接言及しているわけではない. しかし, そうした責任が
私たちにもまた課されていること, それどころか, 福島
原発災害によって, かつてなく重くかつリアルに, 子ど
もや孫をはじめ未来への責任をつきつけられていること
は, 冒頭に述べたとおりである.
問題は, だからと言って, 未来への責任に向き合い環
境を保護するためには憲法を改正する必要があるのかど
うかである. それは短絡的な考えであるように, 筆者に
は思われる. なぜなら, 私たちがとぎすまされた問題意
識をもって憲法を読み直せば, そこから環境問題の解決
に向けた現代的なメッセージが発せられていることを読
み取ることができると思うからである.
その根拠として 3 点をあげることができると, 筆者は
考える.
第一に, 日本国憲法前文は, ｢全世界の国民が, ひと
しく恐怖と欠乏から免れ, 平和のうちに生存する権利を
有する｣ と, いわゆる平和的生存権を掲げているが, こ
の平和的生存権は, ｢積極的平和｣ 概念と結びつくこと
によって, 地球環境問題の憲法上の基礎となりうると考
えられているのである.
積極的平和概念とは, ｢平和とは, 戦争がない状態
(それは ｢消極的平和｣ である) だけではなく, 国際お
よび国内の社会構造に起因する貧困, 飢餓, 抑圧, 疎外,
差別がない状態 (それは ｢積極的平和｣ である)｣32 でも
あるとの考え方だからである. ヨハン・ガルトゥングに
よって 50 年近く前に提唱されたこの ｢積極的平和｣ 概
念は, 近年安倍首相が唱えている ｢積極的平和主義｣ と
はまったく異なる33.
環境破壊は未来の世代に対する暴力でもある34以上,
構造的暴力のない状態という意味での積極的平和概念と
結びついた平和的生存権においては, その主体である
｢全世界の国民｣ とは, 全世界の現在の世代の国民だけ
でなく, 未来の世代の国民も含めて, 考えることができ
るはずである.
第二に, 日本国憲法における基本的人権の保障のあり
方に注目したい. 憲法第 10 章 ｢最高法規｣ の冒頭に置
かれた第 97 条から, それを読み取ることができる.
｢この憲法が日本国民に保障する基本的人権は, 人類
の多年にわたる自由獲得の努力の成果であって, これら
の権利は, 過去幾多の試錬に堪へ, 現在及び将来の国民
に対し, 侵すことのできない永久の権利として信託され
たものである.｣
この規定が最高法規の章に置かれている理由は, 憲法
とは基本的人権を保障するための法だからこそ最高法規
として国家権力を拘束するからであり, 立憲主義の肝を
定めた規定だと理解されている.
それにもかかわらず, 自民党の日本国憲法改正草案で
は, この立憲主義の肝は全文削除の扱いとなっていると
いう, いわくのある条文である.
この 97 条の意義について, ｢後々の世代のために, 国
民は 『基本的人権』 を大事にして行かなければならない
という, 自覚を促す｣ にとどまり, ｢特別の意味が意識
されているわけではない｣ と説明する向きもある35.
しかし, 筆者は, 97 条から, ｢未来への責任｣ にかか
わる新たな意味を読み取ることができるのではないかと
考えている. 97 条で現在の国民の基本的人権が過去お
よび将来との間の ｢信託｣ 関係でとらえられていること
に注目したいと思う.
現在と過去との間の信託関係は, 容易に理解しうるで
あろう. 私たち現在の国民が基本的人権を享受すること
ができているのは, 人類の多年にわたる自由獲得の努力
の成果, すなわち過去の祖先や先輩たちの血と汗と涙の
たまものであるという関係である.
これに対し, 私たち現在の国民の基本的人権が, ｢将
来の国民｣ (＝未来の世代) との関係でも信託関係にお
かれているというのは, どのような関係を意味するので
あろうか. 私たち現在の世代による人権の行使は, 子や
孫をはじめ未来の世代もまた人権を享受することを可能
とするような仕方でなくてはならず, 未来の世代が人権
を享受することを妨げるような仕方であってはならない
ことを意味する, というように考えることができるので
はなかろうか36.
97 条に依拠して, 人権の本質にかかわるこうした読
み込みが許されるならば, 未来の世代との間の信託関係
を明確に意識したという意味で, ｢未来志向｣ での日本
国憲法の読み直しが可能となるのではないかと, 筆者は
考えている.
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このような読み直しは, 先にブルントラント委員会の
報告にかかわってふれた, ｢現在の世代は, 未来の世代
のために環境資源の信託を受けているという考え方｣ と
親和的と言えるように思う.
自民党の日本国憲法改正草案では, 一方では環境保全
責務を盛り込むとしながら, 他方ではこの 97 条は全文
削除の扱いとしているということは, すでにふれたとお
りである.
第三に, 上記の基本的人権の享受における現在と未来
の間の信託関係ということを前提に, 生存権を保障した
憲法 25 条が発している環境問題の解決に向けた現代的
なメッセージに耳を傾けたいと思う.
25 条が保障しているのは, ｢健康で文化的な最

低

限

度

の生活を営む権利｣ であるわけだが, その ｢最低限度｣
という文言に注目して, つぎのような問題提起がされて
いたことに注目したい.
｢仮にできるとしても, それ以上はみんなが謹まなけ
ればいけない資源の浪費をどう考えるのか. そういう文
脈で・・・25 条が発しているメッセージを, 受け止め
なおす必要｣37 があるのではないか, という問題提起で
ある.
この問題提起がされたのは, 1990 年のことであった.
その後の構造改革路線による格差と貧困問題の深刻化に
直面して, つまり最低限度の生活を営むことすらできな
い多くの人々が生みだされたわけであるから, この問題
提起の真価は見失われた観があったし, それはやむを得
ない成り行きであったと思う.
しかし, 3・11 原発災害を経験した現在, 改めて受け
止め直す必要があるのではないかと, 筆者は考えている.
この問題提起を, 筆者としては次のように受け止めたい.
つまり, 憲法 25 条は, 南北問題というときの ｢北｣ の
世界の私たちが ｢南｣ の世界を犠牲にして ｢豊か｣ な生
活をおくる権利を認めているわけでもなければ, ｢現在
の世代｣ の私たちが ｢未来の世代｣ を犠牲にして ｢豊か｣
な生活を送る権利を認めているわけでもない. ｢南｣ の
世界や ｢未来の世代｣ のために慎んだうえでの, ｢最低
限度｣ の健康で文化的な生活を営むことを権利として認
めているのではないか, という問題提起としてである.
もちろん, ここでの ｢豊か｣ な生活が, カギカッコ付
きの ｢豊か｣ な生活であると同時に, 健康で文化的な
｢最低限度｣ の生活も, 貧困生活に甘んじよという意味
ではないことは, 言うまでもない. したがって, この
｢最低限度｣ という問題提起は, ｢福祉国家と基本法研究
会｣ が展開している, 憲法 25 条の権利がもつ社会保障
の原則の ｢到達可能な最高水準｣ という主張38と何ら矛
盾するものではない.
こうした観点からは, ｢豊か｣ な日本の社会のあり方
や私たちのライフスタイルも, 見直しが迫られずにはい
ないであろう.
そして, 私たちがそうした見直しに真摯に取り組むか
どうかは, いわゆる ｢国際貢献 (協力)｣ をめぐる現在
の憲法論議の根幹にもかかわるはずである. 私たちが,
｢未来への責任｣ を心に刻み, 日本の ｢豊か｣ さを問い
直すことは, ｢南｣ の人々と連帯し, 国際社会の差別の
構造を克服する, 構造的暴力のない状態という意味での,
積極的平和への道に通じていると言えよう39. その道は,
さらに, 自然との共生の道にも通じていることは, 言う
までもない.
3・11 福島原発災害が私たちにつきつけている, ｢未
来への責任｣ に向き合う道は, 日本国憲法の ｢改正｣ で
はなく, 日本国憲法を生かすことによって開けるはずだ
ということが, 筆者の主張したかったことである.
注
１ 本稿は, 2017 年 6 月 17 日 (ウインクあいち), 地域人権
ネットの主催で行われた, 第 8 回人権塾講座での講演に加
筆し注を付したものである. 講演記録は 『地域と人権』
(全国地域人権運動総連合) 10 月号に収録されている.
２ 拙稿 ｢『子どもと法』 における ｢子ども｣ とは誰なのか｣
丹羽徹編 『子どもと法』 (法律文化社, 2016 年) 14 頁以下.
３ 拙稿 ｢『未来への責任』 と憲法｣ 杉原泰雄他編 『長谷川正
安先生追悼論集 戦後法学と憲法 歴史・現状・展望』
(日本評論社, 2012 年) 486 頁以下, 拙稿 ｢私たちに求め
られる 『未来への責任』 とは何なのか｣ 丹羽編同上書 155
頁以下.
４ 映画はデンマークなどで 2010 年に公開された作品である.
５ 2017 年 5 月, 茨城県の日本原子力研究開発機構の施設で,
放射性物質が容器から飛び散り作業員が被爆するという事
故があったが, それをめぐって, 6 月 10 日付朝日新聞天
声人語にも, つぎの記述があった.
｢原子力の話になると, 途方もない年数をよく耳にする.
プルトニウムの放射線量が半分になるのに, ２万４千年か
かる. 原発廃炉後の放射性廃棄物は, 10 万年にわたる管
理が必要とされる.｣
６ こう書いてあるという. ｢未来のみなさんへ ここは, 21
世紀に処分された, 放射性廃棄物の, 埋蔵場所です. 安全
な所に, 保管する必要があります. 決して, 入らないで下
さい. 放射性物質は, 危険です. 透明で, においもありま
せん. 絶対に, 触れないで下さい. 地上に戻って, 我々よ
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り良い世界を, 作ってほしい. 近づかなければ, 安全です.
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Klaus, Nachhaltige Entwicklung und Generationenge-
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報｣ 『長崎総合科学大学紀要』 第 40 巻第 2 号 (長崎総合科
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27 EU 基本権憲章の前文には ｢未来の世代に対する責任と義
務｣ との文言がある.
28 注 26 前掲拙稿には, 提言に付された ｢解説｣ の拙訳も掲
載している.
29 原発に関しては, オーストリアでは ｢非核オーストリアに
関する連邦憲法法律 (Bundesverfassungsgesetz fr ein
atomfreies sterreich)｣ も, 1999 年に制定されている.
核兵器の製造や使用の禁止のみならず, 原子力発電の建設
の禁止も明記されている. 非核憲法によって, オーストリ
アは脱原発の ｢トップランナー｣ となったとの評価もある.
非核オーストリア憲法については, 拙稿 ｢資料で読む非核
オーストリア憲法｣ 『平和文化研究』 第 23 集 (長崎総合科
学大学・長崎平和文化研究所, 2000 年) 67 頁以下を参照
されたい.
以下に条文拙訳を掲げる.
第１条：オーストリアにおいては, 核兵器の製造, 貯蔵,
輸送, 実験および使用は禁止される. 核兵器配備のた
めの施設・設備を作ってはならない.
第２条：オーストリアにおいては, 核分裂によるエネルギー
生産を目的とした施設の建設は法により禁止される.
もし, そのような施設・設備がすでに (オーストリア
に) 存在するとすれば, その始動は禁止される.
第３条：オーストリア領土においては, 国際法上の義務に
よる拘束に違反しない限り, 核分裂物質の輸送は法に
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より禁止される. ただし, 専ら平和的な利用を目的と
する核分裂物質の場合は除外される. しかし, 核分裂
によるエネルギー生産を目的とする核物質の輸送, お
よび使用済み燃料の処分にかかわる物質の輸送は禁止
される. その他についての適用除外はない.
第４条：オーストリアにおける核事故によっておこされる
被害がただちに償われるべきことは, 法によって保障
されねばならない. また, その災害をひきおこした海
外の自然人あるいは法人に対しても, 正当な補償を受
ける権利を確保することができる.
第５条：オーストリア連邦政府にはこの連邦憲法履行の義
務がある.
2017 年 7 月に国連で採択された核兵器禁止条約も, そ
のイニシアチブをとったのはオーストリアなどであったこ
とが報じられている. 冨田宏治 『2017 年 7 月 7 日国連会
議で採択 核兵器禁止条約の意義と課題』 (かもがわ出版,
2017 年) もオーストリアの ｢一番大きな役割｣ を指摘し
ている.
30 この項目に関連する最近の論稿として藤井康博 ｢環境と未
来への責任─環境憲法と憲法改正？｣ 『憲法のこれから』
(別冊法学セミナー No.247, 2017 年) 54 頁以下がある.
31 境家史郎 『憲法と世論』 (筑摩書房, 2017 年) は, 1990 年
代後半に環境などの新しい人権関係の論点をあげる人が顕
著に増加していることを指摘している (127, 148 頁). 政
木みき／荒牧央 ｢憲法をめぐる意識の変化といま～ 『日本
人と憲法 2017』 調査から～｣ (『放送研究と調査』 2017 年
10 月号) も, 憲法改正が必要と答えた 42.5％のうち, そ
の理由として環境権など新たな権利を盛り込むべきだから
をあげた人は 15.6％で, 安全保障環境の変化への対応をあ
げた 53.5％に次いでいると指摘している (12, 16, 24, 25
頁).
32 ヨハン・ガルトゥング (高柳先男ほか訳) 『構造的暴力と
平和』 (中央大学出版部, 1991 年) 231 頁. ガルトゥング
の論文 ｢暴力, 平和, 平和研究｣ は 1969 年発表である.
33 ヨハン・ガルトゥング (御立英史訳) 『日本人のための平
和論』 (ダイヤモンド社, 2017 年) は, 安倍首相の ｢積極
的平和主義｣ について, ｢こうまであからさまな対米追従
の姿勢を積極的平和というのは悪意ある言い換え, 許しが
たい印象操作である｣ という (19 頁).
34 最上敏樹 ｢非暴力と 『国際貢献』 と｣ 『世界』 1991 年 11
月号 182 頁.
35 樋口陽一ほか 『注釈日本国憲法』 (青林書院, 1988 年)
1478 頁以下 [佐藤幸治執筆].
36 拙稿 ｢未来の世代と憲法｣ 長崎総合科学大学・長崎平和文
化研究所編 『ナガサキの平和学』 (八朔社, 1996 年) 258
頁以下. 畑尻剛 ｢憲法問題としての 『次世代に対する責任』｣
ドイツ憲法判例研究会編 『未来志向の憲法論』 (信山社,
2001 年) 21 頁以下も, ｢現在の国民に対する基本的人権の
保障が 『将来の国民』 の基本権の保障を制限したり妨げた
りすることはあってはならない｣ とし, 97 条は ｢『次世代
に対する責任』 を 『憲法上義務』 とする｣ と理解する.
37 樋口陽一 ｢90年代日本と憲法原理②｣ 『月刊NHKセミナー』
1990 年 11 月号 182 頁.
38 福祉国家と基本法研究会編 『新たな福祉国家を展望する』
(旬報社, 2011 年).
39 隅野隆徳氏も, 日本国憲法における基本的人権の信託の
｢受益者の直接的効果として, 日本国民による人権の行使
は・・・・・全世界の国民への平和的生存権の保障となっ
て具現し, したがって日本国民にとっては, そのような効
果をもつ人権の内容・形式・態様であることが内在的に義
務づけられる｣ と述べている. 同 ｢日本国憲法の平和主義
と国際協力─湾岸戦争との関連で｣ 小林直樹先生古稀祝賀
『憲法学の展望』 (有斐閣, 1991 年) 378 頁.
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